
議案第１４４号 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定める。 

平成２７年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例（平成１３年さいた

ま市条例第２６３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （建築物の建蔽率の最高限度）  （建築物の建蔽率の最高限度） 

第６条 ［略］ 第６条 ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 前項の規定は、次に掲げる区域又は地区内の建

築物については、適用しない。 

４ 前項の規定は、次に掲げる区域又は地区内の建

築物については、適用しない。 

～  ［略］   ～  ［略］ 

 白鍬電建地区地区整備計画区域 

５・６ ［略］ ５・６ ［略］ 

別表第１（第３条、第９条関係） 別表第１（第３条、第９条関係） 

名称 区域 

［略］ 

グリーンク

レスト岩槻 

地区地区整 

備計画区域 

［略］ 

北袋町１丁

目地区地区 

都市計画法第２０条第１項の規

定により告示された北袋町１丁

名称 区域 

［略］ 

グリーンク

レスト岩槻 

地区地区整 

備計画区域 

［略］ 



整備計画区

域 

目地区地区計画の区域のうち、

地区整備計画が定められた区域

白鍬電建地

区地区整備

計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規

定により告示された白鍬電建地

区地区計画の区域のうち、地区

整備計画が定められた区域 

大栄住宅地

区地区整備 

計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規

定により告示された大栄住宅地

区地区計画の区域のうち、地区

整備計画が定められた区域 

別表第２に次のように加える。 

６３ 北袋町１丁目地区地区整備計画区域

区分 

地区 
ア イ ウ エ オ カ 

Ａ地

区（北

袋町１

丁目地

区地区

計画の

地区整

備計画

図に表

示する

Ａ地区 

をいう。

) 

次に掲げる用途に供する建

築物  

 葬祭場 

 法別表第２（に）項 

第５号に規定するもの 

 法別表第２（に）項

第６号に規定するもの 

 法別表第２（ほ）項 

第２号に規定するもの 

 風俗営業等の規制及

び業務の適正化等に関

する法律第２条第１項

第５号及び第６号並び

に同条第６項各号に規

定する営業を営む施設 

  ２メートル（建築物の外壁

等の面は、北袋町１丁目地

区地区計画の地区整備計画

図に表示する壁面の位置を 

越えて建築してはならない。

） 

１，５

００平

方メー

トル 

Ｂ地

区（北

袋町１

丁目地

区地区

計画の

地区整

備計画

図に表

示する

Ｂ地区 

をいう。

) 

次に掲げる用途に供する建

築物 

 法別表第２（ほ）項

第２号に規定するもの 

 風俗営業等の規制及

び業務の適正化等に関

する法律第２条第１項

第５号及び第６号に規

定する営業を営む施設 

  ２メートル・３．５メート 

ル（建築物の外壁等の面は、

北袋町１丁目地区地区計画

の地区整備計画図に表示す

る壁面の位置を越えて建築

してはならない。ただし、

公共の用に供する人工地盤

は、この限りでない。） 

Ｃ地

区（北

袋町１

丁目地 

次に掲げる用途に供する建

築物 

 法別表第２（ほ）項

第２号に規定するもの 

  １メートル・２メートル（

建築物の外壁等の面は、北

袋町１丁目地区地区計画の

地区整備計画図に表示する 



区地区

計画の

地区整

備計画

図に表

示する

Ｃ地区 

をいう。

) 

 風俗営業等の規制及

び業務の適正化等に関

する法律第２条第１項

第５号及び第６号に規

定する営業を営む施設 

  壁面の位置を越えて建築し

てはならない。ただし、警

察施設又は防犯上若しくは

防災上必要な施設について

は、この限りでない。） 

６４ 白鍬電建地区地区整備計画区域

区分 

地区 
ア イ ウ エ オ カ 

Ａ－

１地区

（白鍬

電建地

区地区

計画の

地区整

備計画

図に表

示する

Ａ－１

地区を

いう。 

) 

次に掲げる用途に供する建

築物以外の建築物 

 法別表第２（い）項

第１号に規定するもの

（３戸以上の長屋を除

く。） 

 令第１３０条の３第

１号及び第６号に規定

するもの 

 自治会館、公民館そ

の他これらに類するも

の 

 法別表第２（い）項

第９号に規定するもの 

 前各号の建築物に附

属するもの（令第１３

０条の５に規定するも

のを除く。） 

１０

分の

１０ 

１００

分の５

３ 

１メートル（建築物の外壁

等の面から敷地境界線まで

の距離とする。ただし、敷

地境界線からの距離が１メ

ートル未満の建築物又は建

築物の部分のうち、建築物

に附属する物置その他これ

に類するもの（自動車車庫

等を除く。）で、軒の高さ

が２．３メートル以下で、

かつ、床面積の合計が５平 

方メートル以内であるもの、

建築物に附属する開放性の

高い自動車車庫等で、軒の

高さが２．３メートル以下

であるもの、外壁若しくは

これに代わる柱の中心線の

長さの合計が３メートル以

下であるもの又は出窓（見

付面積の２分の１以上が窓

であり、天袋、地袋その他

これらに類するものを設け

ないものに限る。）で下端

の床面からの高さが４０セ

ンチメートル以上、かつ、

出幅３０センチメートル未

満であるものを除く。） 

１５０

平方メ

ートル 

１０メー

トル（法

第５６条

第１項第

１号の規

定を適用

する場合

について

は、同条

第２項の

規定は適 

用しない。

） 

Ａ－

２地区

（白鍬

電建地

区地区

計画の

地区整

備計画

図に表

示する 

次に掲げる用途に供する建

築物以外の建築物 

 法別表第２（い）項

第１号に規定するもの

（３戸以上の長屋を除

く。） 

 令第１３０条の３第

１号及び第６号に規定

するもの 

 自治会館、公民館そ 

１０

分の

１０ 

１００

分の５

３ 

１メートル（建築物の外壁

等の面から敷地境界線まで

の距離とする。ただし、敷

地境界線からの距離が１メ

ートル未満の建築物又は建

築物の部分のうち、建築物

に附属する物置その他これ

に類するもの（自動車車庫

等を除く。）で、軒の高さ

が２．３メートル以下で、 

１５０

平方メ

ートル 

 １０ 

メート 

ル（法 

第５６ 

条第１ 

項第１ 

号の規 

定を適 

用する 

場合に 



Ａ－２

地区を

いう。 

) 

の他これらに類するも 

の 

 法別表第２（い）項 

第９号に規定するもの 

 前各号の建築物に附 

属するもの（令第１３

０条の５に規定するも

のを除く。） 

  かつ、床面積の合計が５平 

方メートル以内であるもの、

建築物に附属する開放性の

高い自動車車庫等で、軒の

高さが２．３メートル以下

であるもの、外壁若しくは

これに代わる柱の中心線の

長さの合計が３メートル以

下であるもの又は出窓（見

付面積の２分の１以上が窓

であり、天袋、地袋その他

これらに類するものを設け

ないものに限る。）で下端

の床面からの高さが４０セ

ンチメートル以上、かつ、

出幅３０センチメートル未

満であるものを除く。） 

 ついて 

は、同 

条第２ 

項の規 

定は適 

用しな 

い。） 

 建築 

物の各 

部分の 

高さは、

当該部 

分から 

前面道 

路の反 

対側の 

境界線 

又は隣 

地境界 

線まで 

の真北 

方向の 

水平距 

離に１ 

．２５ 

を乗じ 

て得た 

ものに 

５メー 

トルを 

加えた 

数値 

Ｂ地

区（白

鍬電建

地区地

区計画

の地区

整備計

画図に

表示す

るＢ地

区をい

う。) 

次に掲げる用途に供する建

築物以外の建築物 

 法別表第２（い）項

第１号に規定するもの

（３戸以上の長屋を除

く。） 

 令第１３０条の３第

１号、第２号及び第６

号に規定するもの 

 法別表第２（い）項

第４号に規定するもの 

 法別表第２（い）項

第６号に規定するもの 

 診療所（患者を入院

させるための施設を有

するものを除く。） 

 法別表第２（い）項

第９号に規定するもの 

１０

分の

１０ 

１００

分の５

３ 

１メートル（建築物の外壁

等の面から敷地境界線まで

の距離とする。ただし、敷

地境界線からの距離が１メ

ートル未満の建築物又は建

築物の部分のうち、建築物

に附属する物置その他これ

に類するもの（自動車車庫

等を除く。）で、軒の高さ

が２．３メートル以下で、

かつ、床面積の合計が５平 

方メートル以内であるもの、

建築物に附属する開放性の

高い自動車車庫等で、軒の

高さが２．３メートル以下

であるもの、外壁若しくは

これに代わる柱の中心線の

長さの合計が３メートル以 

１５０

平方メ

ートル 

１０メー

トル（法

第５６条

第１項第

１号の規

定を適用

する場合

について

は、同条

第２項の

規定は適 

用しない。

） 



 前各号の建築物に附

属するもの（令第１３

０条の５に規定するも

のを除く。） 

  下であるもの又は出窓（見

付面積の２分の１以上が窓

であり、天袋、地袋その他

これらに類するものを設け

ないものに限る。）で下端

の床面からの高さが４０セ

ンチメートル以上、かつ、

出幅３０センチメートル未

満であるものを除く。） 

６５ 大栄住宅地区地区整備計画区域 

区分 

地区 
ア イ ウ エ オ カ 

Ａ地

区（大

栄住宅

地区地

区計画

の地区

整備計

画図に

表示す

るＡ地

区をい

う。) 

次に掲げる用途に供する建

築物以外の建築物 

 法別表第２（い）項 

第１号に規定するもの 

（長屋を除く。） 

 令第１３０条の３第

１号及び第６号に規定

するもの 

 自治会館、公民館そ

の他これらに類するも

の 

 患者を入院させるた

めの施設を有しない診

療所を兼ねる住宅 

 前各号の建築物に附

属するもの（令第１３

０条の５第４号及び第

５号に規定するものを

除く。）。ただし、自

動車車庫については、

次のア及びイに該当す

るものとする。 

ア 床面積の合計が５

０平方メートル以下

で、建築物の延べ面

積の合計の３分の１

以下であること。 

 イ １階以下の部分に

あること。 

  建築物の外壁等の面から敷

地境界線までの距離は、次

の表の左欄に掲げる敷地面 

積（埼玉県建築基準法施行

条例第３条第１項の路地状

部分のうち、幅員が４メー

トル未満のものを有する敷 

地にあっては、当該部分を 

除いた面積）の区分に応じ、

同表右欄に掲げる数値 

敷地面積 数値 

１５０平

方メート

ル以上 

０．９メ

ートル 

１５０平

方メート

ル未満 

０．５メ

ートル 

ただし、敷地境界線からの

距離が同欄に掲げる数値未

満の建築物又は建築物の部

分のうち、建築物に附属す

る物置その他これに類する 

もの（自動車車庫等を除く。

）で、軒の高さが２．３メ

ートル以下で、かつ、床面

積の合計が５平方メートル

以内であるもの、建築物に

附属する開放性の高い自動

車車庫等で、軒の高さが２ 

．３メートル以下であるも

の又は出窓（見付面積の２

分の１以上が窓であり、天

袋、地袋その他これらに類

するものを設けないものに

限る。）で下端の床面から

の高さが３０センチメート 

１２０

平方メ

ートル 



    ル以上、かつ、出幅５０セ

ンチメートル未満であるも

のを除く。 

Ｂ地

区（大

栄住宅

地区地

区計画

の地区

整備計

画図に

表示す

るＢ地

区をい 

う。) 

次に掲げる用途に供する建

築物以外の建築物 

 法別表第２（い）項

第１号に規定するもの

（長屋を除く。） 

 令第１３０条の３第

１号及び第６号に規定

するもの 

 自治会館、公民館そ

の他これらに類するも

の 

 法別表第２（い）項

第６号に規定する老人

ホーム、福祉ホームそ

の他これらに類するも

ので、その用途に供す

る部分の床面積の合計

が１５０平方メートル

以下のもの 

 法別表第２（い）項 

第８号に規定するもの、

巡査派出所、公衆電話

所及び令第１３０条の

４第１号に規定する施

設で、その用途に供す

る部分の床面積の合計

が１５０平方メートル

以下のもの 

 法別表第２（ろ）項 

第２号に規定する店舗 

及び飲食店 

 事務所（汚物運搬用

自動車、危険物運搬用

自動車その他これらに

類する自動車で国土交

通大臣の指定するもの

のための駐車施設を同

一敷地内に設けて業務 

を運営するものを除く。

）で、その用途に供す

る部分の床面積の合計

が１５０平方メートル

以下のもの 

 図書館、博物館及び 

美術館 

 前各号の建築物に附

属するもの（令第１３ 

 建築物の外壁等の面から敷

地境界線までの距離は、次

の表の左欄に掲げる敷地面

積（埼玉県建築基準法施行

条例第３条第１項の路地状

部分のうち、幅員が４メー

トル未満のものを有する敷

地にあっては、当該部分を 

除いた面積）の区分に応じ、

同表右欄に掲げる数値 

敷地面積 数値 

１５０平

方メート

ル以上 

０．９メ

ートル 

１５０平

方メート

ル未満 

０．５メ

ートル 

ただし、敷地境界線からの

距離が同欄に掲げる数値未

満の建築物又は建築物の部

分のうち、建築物に附属す

る物置その他これに類する 

もの（自動車車庫等を除く。

）で、軒の高さが２．３メ

ートル以下で、かつ、床面

積の合計が５平方メートル

以内であるもの、建築物に

附属する開放性の高い自動

車車庫等で、軒の高さが２ 

．３メートル以下であるも

の又は出窓（見付面積の２

分の１以上が窓であり、天

袋、地袋その他これらに類

するものを設けないものに

限る。）で下端の床面から

の高さが３０センチメート

ル以上、かつ、出幅５０セ

ンチメートル未満であるも

のを除く。 

１２０

平方メ

ートル 



 ０条の５第４号及び第

５号に規定するものを

除く。）。ただし、自

動車車庫にあっては、

次のア及びイに該当す

るものとする。 

 ア 床面積の合計が５

０平方メートル以下

で、建築物の延べ面

積の合計の３分の１

以下であること。 

 イ １階以下の部分に

あること。 

附 則 

この条例は、平成２７年１１月１日から施行する。 


